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-. 序
2009年年 5月29日， トルコ共和国は新しい国籍法（法律5901号）を制定し，
この新法は6月12日に公布され，公布当日より施行されている叫 改正の目的
は，それまでの国籍法 (1964年法律403号）が数度の改正を経て条文間の整合
性がそこなわれたこと，国籍法に最も関連性を有する民法が改正されており，
この改正と調和させる必要のあること，そして EUへの加盟を見込んで，
ヨーロッパ国籍条約及びヨーロッパ共同体の既存の法にも調和させる必要が挙
げられている叫
国籍法の分野では，近年ヨーロッパ諸国においても，議論が大変活発になっ
ており，その改正が問題となっている。ヨーロ ッパにおいては移民をどのよう
にヨーロッパ共同体に受容するのかという問題と並んで，加盟各国の国民をど
う構成するのかが問題となるからである。また，バルト 3国のようにソ連邦崩
壊により，自国は1939年のソ連軍侵攻以来不法に占拠されていたにすぎないと
1) 2009年トルコ国籍法第48条参照。このように公布と施行期日が同時というのはか
なり異例である。一つにはトルコの EU加盟問題そして2012年に予定されている
総選挙を見込んでの改正であるところから，このような形となったのかもしれない。
2) Vahit Dogan, "Ti.irkVatanda:;;hk Hukuku (10. Bask1)" (2010) s. 21. 以下 V.
Doganとして引用する。
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して，ソ連軍侵攻以前の国家との連続性を承認したが，では現実に現在の国家
を構成する国民を構成するは一体誰なのか，そこからすでにバルト 3国に居住
しているロシア人を完全に排除できるのか，あるいは強制移住等でもはやバル
ト3国には居住していない，かつての国民およびその子孫を国民としうるのか，
といった極めて解決困難な問題に直面したのである叫このようにヨーロッパ
の各国では真剣に国民とは何か，国の在り方をどうするのかといった議論がな
されている。そこでは国籍を安易に人権および国籍のもたらす利益といった観
点からばかりでなく，まさに憲法制定権力の所有者として国家に対し責任を持
つ国民，さらに国民国家の枠組みを超えた体制での多民族・多文化国家体制を
構築するといった観点からも議論がなされているといえる。
それに対し，我が国はこのような問題に直面する機会も少なく見国籍に関
し国民的議論が起こる事態も見られない。しかし，我が国もグローバリゼー
ションの波を避けることはできないのであり，既に多くの外国人労働者を迎え
入れている現状がある。するとこのような問題を全く我が国とは関係のない対
岸の火事と見て済ますわけにはいかないことは誰しも首肯するところであろう 。
ところで，多民族・多言語・多文化国家を既に我々は過去に見ることができ
る。それはオスマン帝国である。ヨーロッパ先進諸国は，この多民族・多言
語・多文化国家の総帥ともいえる帝国を国民国家思想と物理的武力行使の双方
で崩壊させたのである。そのヨーロッパ各国が，今度は自らが多数の移民を抱
えて，多民族・多文化を包含する多元的な国家への変容が迫られているのは歴
史の皮肉でもあるが，多民族・多言語・多文化国家を崩壊させる武器となった
3) これについては lnetaZiemele "State Continuity and Nationality: The Baltic 
States and Russia - Psat, Present and Future as Defined by International Law" 
(2005)参照のこと。
4) 日本も，ポツダム宣言受諾，そしてサンフランシスコ平和条約締結といった戦後
の混乱期の中で，まさに「日本国民」とは何かという問題に直面している。しかし，
敗戦後の混乱の中では，国民全体を巻き込む議論とはならなかった。結局，民事局
長通達（昭和27年4月19日民事中438号法務府民事局長通達）でこの問題は決着し
たのである 。 この経緯については江川英文• 山田錬ー ・早田芳郎「国籍法 （第3
版）」有斐閣法律学全集59-I (1997年刊）， 203頁以下参照のこと。
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国民国家思想の核である国籍の変容の在り方を見ていくこと，つまり，諸外国
が国籍の取扱いについてどのような変遷を辿り，どのような議論がなされてい
るかを見ることは，今後の我が国の国籍の取り扱い方にとっても大変重要なも
のとなろう 。
ところで， トルコは，一方でヨーロッパ各国とりわけドイツに対し，国籍を
手掛かりにトルコ人のドイツ国家への受容を迫るとともに，他方では周辺国家
からの移民の受け入れ，並びに，クルド民族をトルコ国民以外の何者でもない
として，国籍概念によってその国家的結束を守らなければならない状況に在る。
このような状況のなかでのトルコ国家の国籍をめぐる動きは， ドイツの対応と
併せて見ていくことにより，今後の日本でも経験することになるのではないか
と思われる移民問題およびその国籍について考えるにあたり，何がしかの示唆
をもたらすのではないかと考える。このようなテーマを追いかける手始めとし
て，まずトルコの新国籍法を従来の国籍法と対照させて紹介する。新国籍法を
紹介する前に，簡単に術語，国籍法の歴史，改正点について述べることとする。
二． トルコ国籍法に関する術語について
トルコ語には「国籍」に対応する語が複数ある。1869年にオスマン帝国で初
めて，我々が「国籍法」と称する法律に対応するものが制定されたが，そこで
は 'tabi yet'という 言葉が使用されている。つまり， 'Tabiyet-IOsmaniye 
Kanunu'と称する法律である。これに対し， トルコ共和国成立後に制定され
た法律は1928年の 'Ttirkvatanda;;hg1 Kanunu'と称する。つまりオスマン帝国
においては 'tabiiyet'5) という言葉が使用され， トルコ共和国においては
'va tanda;;h k'という 言葉が使用されているのである。さらに国籍を言い表す言
葉として， トルコの国籍法の代表的なテキスト 6)においては 'yurtta;;hk'あ
5) 'tabiyet'と書 くものもある。 トルコは正書法がしばしば変わるので，ここでは
「オスマン臣民法」 の表記以外は日本で一番よく使われている竹内和夫著「 トルコ
語辞典」の表記に従う 。
6) 1964年 トルコ国籍法については Rona Aybay "Vatanda~hk Hukuku (3. bask1)" 
(2008) が代表的教科書であるが，そこでも vatanda~hk の代わりに uyrukluk の ／
- 37 - (675) 
関法第61巻 第3号
るいは 'uyrukluk'という表現が使用されることが多い。ではこれらの術語に
はどのような相違があるのだろうか。
一般に vatanda~ltk と yurtta~ltk, そして tabiiyetとuyruklukはそれぞれ同
義語であり，前二者は英語の 'citizenship'を意味し，後の二つは 'nationality'
に該当するといわれる。これは 'nationalty'が国際法上の概念であるのに対し，
'citizenship'が国内法上の概念であることに対応させるものである冗
筆者は tabiyetを使用しているオスマン法のほうを「オスマン臣民法」と翻
訳し， 1928年以後の法律に関しては vatanda~ltk を国籍として「トルコ国籍
法」と翻訳している。これは一つには，オスマン帝国には国民国家という考え
方がなかったからである。
オスマン帝国はイスラム教徒のための「イスラムの家」が，この世において
オスマン家を頂点として具体化されていたものであり，そこではイスラム教徒
か非イスラム教徒かの区別はあっても，民族・歴史・言語・文化の相違は全く
問題とはされていなかったのである。従って，オスマン帝国は多民族・多言
語・多文化国家であることは当然のものとして，さらにそこでは非イスラム教
徒でさえオスマン家の庇護の下に生活していたものである。つまり，国民国家
概念の対極にある国家であったといえる。そして，前述したように，オスマン
帝国は西欧の物理的な武力だけでなく，理念としてのこの国民国家思想により
崩壊させられた国である8)。そのような国家が西洋列強に対抗しようとして，
＼語が頻繁に使用されている。以下では，この教科書は R.Aybayとして引用する。
なお， RonaAybayはトルコ国籍法の第 ゾ人者である。Aybayの活躍の一端につ
いては ZeynepKadirbeyoglu "EUDO Citizenship Observatory Country Report: 
Turkey" (2010 revised) p. 6参照のこと。この Reportについては，以下 z.
Kadirbeyogluとして引用する。
7) R. Aybay, p. 12. なお， nationalityとcitizenshipの相違およびその現代における
変容については， EnikoHorvath "Mandating Identity-Citizenship, Kinship Laws 
and Plural Nationality in the European Union" (2008) pp. 1-66を参照のこと。
8) オスマン帝国の在り方については鈴木董 「ナ ショナリズムとイスラム的共存」
（千倉書房，2007年12月刊）参照のこと。以下， 「鈴木・ナショナリズム」として引
用する。また，ナショナリズムによるオスマン帝国の浸食については34頁以下， 58
頁以下参照のこと。
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とりわけ民族や血を理由にオスマン帝国からの独立を求める国内での運動が激
しくなるにつれ，西洋的なものの考え方を導入して国家の再生を試みたのが，
1839年のギュルハーネ勅令 (Gi..ilhaneHatt-I Hi..imayunu) とともに始まるタ
ンズイマート (Tanzimat) であり，これは新しく「オスマン人」としての
「国民国家」を創る試みであった尻
しかし，これは相当困難な試みであった。オスマン帝国では全ての階級にわ
たって人種の混交が普及しており10i,言語においてもトルコ語にアラビア語，
ペルシア語，ギリシャ語，フランス語等が受容されてオスマン語というものが
形づくられていた。結局，「オスマン人」の定義にあたっては非イスラム教徒
を切り捨てる形でしか考えざるを得なかったといわれるが11)' その苦悩がオス
マン帝国初の国籍法に 'tabi yet'という術語を使用させることになったと言っ
ても過言ではなかろう 。
'tabiiyet'は現在，国際的次元において，人ばかりでなく物と特定の国家と
のつながりを示すために使用される術語である12)。つまり，ある国の規制に
「服する」ものについて使用すると考えられ，そういうところから筆者はこの
言葉を「臣民」と翻訳している。また， 'tabiiyet'の同義語である 'uyrukluk'
の元である 'uyruk'が植民地の国民で，宗主国あるいはその君主に対し忠誠義
務がある者，すなわち subjectと同義として扱われていることからしても 13)'
9) ギュルハーネ勅令およびタンズイマートについては，新井政美「トルコ近現代
史」（みすず書房,2001年刊） 47頁以下参照のこと。以f.「新井・トルコ」として
引用する。
10) Caglar Keyder "A history and geography of Turkish nationalism" in "Citizen-
ship and the Nation-State in Greece and Turkey" edited by Faruk Birtk and Tha-
lia Dragonas (2005) p. 4, 以下，C.Keyderとして引用する。この論文によると，
民族の混交はオスマン家を筆頭として始ま っているということである。とりわけ，
オスマンのスルタンの母親 (validesultan) は帝国の外あるいは辺境出身のキリス
ト教徒からの改宗者であることがルール化されいたのであり．そうなるとオスマン
家にはまさに民族的には様々な血が混ざっていたといえる。
11) 新井・トルコ82頁
12) V. Dogan, p. 19, p.21. 
13) R. Aybay, p. 1. 
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この翻訳でよいと考える。
これに対し， 'vatan' は祖国あるいは母国という意味を持ち， vatanda~ とは
同胞の意である。これはオスマン帝国末期，つまり帝国の崩壊からトルコ共和
国成立に至るまでヨーロッパ列強及び周辺各国と激しい戦争を繰り返したとこ
ろから， トルコ国民が生まれてきたことをよく表す言葉といえる。つまり，相
国のために命を捧げる者を指すのである。 トルコ共和国成立にあたり，その構
成員たる国民としての資格を著わす言葉として 'vatanda~hk' が使用されてい
るのは， トルコ共和国成立にいたる歴史が反映されていると見ることができよ
ぅ14)。もっとも，現在では純粋に法的術語として，前述したように，英語の
citizenshipに該当する言葉とされている。日本では citizenshipを「市民権」
と訳することが多いが，我が国で「市民権」は米国の人種差別に対する黒人の
公民権運動の文脈の中で捉えるために使用されるか，あるいはまったく「国
籍」と同様のものに考えられているので15),本稿では「国籍」の語を使用して
しヽる16¥
トルコ国籍法の歴史
1. オスマン臣民法
前述したとおり， トルコ共和国成立以前のオスマン朝で1869年に帝国で初め
ての国籍法となる「オスマン臣民法」17)が制定された。これは元来オスマン帝
14) C. Keyder, p. 10. 
15) 江川英文• 山田錬 ・・早田芳郎「国籍法（第3版）」 (1997年） 5頁。
16) 昭和39年 (1964年）発行の法務研究会綱集の「新各国国籍法規集」の中にトルコ
の1928年国籍法の翻訳があるが，そこでは「市民権」という術語が使用されている。
思うにこれはトルコ語から直接翻訳したものではなく，英語訳から日本語にしたた
めではないかと考える。 トルコの国籍法の英語訳あるいは国籍について書かれたト
ルコ人の英語の論文では 'nationality'よりも 'citizenship'の方がよく使用されており，
日本では 'citizenship'は往々にして 「市民権」とすることが多いからである。以下
に掲げる2009年トルコ国籍法との対照条文については， 1928年法についてこの法務
研究会の翻訳を利用させていただいているが，「市民権」は 「国籍」に直すととも
に所々筆者の独断で変更を加えている。間違いがあればひとえに築者の責任である。
17) この法律についてはオスマン語原本の入手はできていない。従って， "A/
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国ではイスラム教徒と非イスラム教徒とでは身分の相違があったのであるが，
">. Collection of Nationality Laws of Various Countries, as contained in constitutions, 
statutes, and treaties" edited by Richard W. Floury Jr. and Manley 0. Hudson 
(1983 reprint)の567頁以下に掲載されている英訳に依っている。
以下，この英訳からの「オスマン臣民法」を翻訳すると以下のように規定されて
しヽる。
第1条 両親若しくは父がオスマン臣民であるときに出生した者はオスマン臣民と
看倣される。
第2条 両親が外国人であり，オスマン帝国領上内で出生 した者は誰でも外国人で
ある。但し，成年に達してから 3年以内にオスマン臣民籍を要求する権利を有す
る。
第3条 5年間継続してオスマン帝国に住所を有する成年の外国人は，外務省に自
ら，あるいは代理人により申請することにより，オスマン臣民籍を取得すること
ができる。
第4条 オスマン帝国政府は，前条に定める条件を充足しない場合でも，特別の優
遇措置に値すると考えられる外国人を臣民として特に受け入れる。
第5条 （オスマン帝国政府の）許可を得て外国国籍を取得した者は，その国籍変
更の日から外国人と看倣され，外国人として取り扱われる。但し，オスマン帝国
政府の許可を得ることなく外国国籍を取得した者については，その新国籍は無効
と看倣され，従前通りオスマン臣民と看倣されて，全ての点においてオスマン臣
民と全く同様に取り扱われる。いずれにせよ，オスマン臣民がその臣民籍を放棄
するにあたっては，帝国の命令 (irade) により認められる指示に従うものとす
る。
第6条 オスマン帝国は，オスマン帝国政府の許可を得ることなく外国国籍にその
臣民籍を変更した者，あるいは外国政府の兵役に就いた者についてその臣従を拒
むことができる。臣民籍を否定されたこの範疇に属する者の帝国への帰来は禁止
される。
第7条 オスマン臣民であるときに外国人と婚姻した女性は，夫の死亡後3年以内
にオスマン臣民籍を申請すればそれを回復することができる。
この法律の規定はその者に適用される。不動産の所有権は舟般の法律および規
則に従う 。
第8条 外国で帰化あるいは臣民籍を喪失したオスマン臣民の子は，未成年者で
あっても父の条件に従うことなく，オスマン臣民のままである。 トルコにおいて
帰化した外国人の子は，未成年者であっても父の条件に従うことなく，外国人の
ままである。
第9条 帝国の領土内に住所を有する者は，オスマン臣民と看倣され，オスマン臣
民として取り扱われる。もしその者が外国人であるならば，定められた方法でそ
れを証明することが必要である。
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帝国崩壊期には帝国内の非イスラム教徒たちが外国国家の国民に認められる治
外法権等 (capitulation)からの利益を得る事例がまま見られ18)' しかも外国
国家の国籍をオスマン政庁に主張する事例が増加したためである。オスマン帝
国は国籍の問題を法の平面にしっかり結びつける必要を感じるとともに，タン
ズイマートに見られる西欧化の一環として「オスマン臣民法」を制定したので
ある。
この法律は全9条からなり，血統主義を原則とし（第 1条）生地主義を補充
的に認めている。そこでは父母あるいは父がオスマン臣民であるときの子はオ
スマン臣民と看倣されるとしていた。そして，オスマン帝国で出生した子につ
いては，成年に達してから 3年以内にオスマン臣民籍取得を要求することがで
きるとする（第2条）など，当時としてはかなりリベラルな内容を有するもの
であったと評価されている。そして，この 7年後の1876年公布の憲法第 8条に
おいても「オスマン国家の臣民である個人は全て，いかなる宗教・宗派に属し
ようとも例外なくオスマン人 (osmanh)であり，オスマン人であることは法
律で定められた条件に従って獲得され喪失される。」と規定され，根拠づけら
れた19)。
ただ，オスマン人とは何かということについては，オスマン臣民法は「帝国
に居住する者全てをオスマン人と看倣す（第 9条）」としているだけである。
これは前述したオスマン帝国領土内に居住しながら外国国籍を主張して特権の
享受を得ようとする目論見をくじく意図がある。外国国民であることを主張す
18) オスマン帝国イスラム教徒の国であり，そこでは宗教以外の人の属性は，それが
民族であれ， 言語であれ全く問題にされなかったことは本文で前述したとおりであ
る。そこではイスラム教徒とイスラム教徒以外の者の不平等を前提とする共存を認
めるものであった。とくに西欧人の法的地位は，西欧の国々が力をつけてくるに伴
い，様々な特権（キャピチュレーション）を付与されることとなった。当初このよ
うな西欧人に付与されるキャピチュレーションは強者（オスマン帝国）から弱者に
与えられる一方的な恩恵とされていたが，力関係の変化によりこれが強者（西欧各
国）の特権へと転化していった（この点に関し，鈴木・ 「ナショナリズム」 30頁，
106頁）。そのため，この特権を求めて外国籍に変更しようとする者が多く，それを
防ぐために国籍変更に政府の許可を必要とするという立法がなされた経緯がある。
19) R. Aybay, pp. 71-72. 
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る者は，定められた手続きに従って証拠を提出して外国国籍を証明しなければ
ならないとする。
2. 1928年トルコ国籍法
1928年トルコ国籍法は， 1923年のトルコ共和国成立に伴い， 1924年4月に制
定されたトルコ共和国初めての憲法20)に基づくものである。この憲法では，
「臣民 (tabiiyet) 」に代わり「国民 (vatanda~) 」あるいは「国籍 (vatanda~h k)」
という言葉が使用されている。
この憲法の第88条21)は以下のように規定する。
「トルコでは，宗教及び人種の区別なく，国籍の観点からはトルコ人と称する。
以下の者は全てトルコ人である。
・トルコ国内あるいは国外でトルコ人を父として出生した者。
・トルコで居住する外国人父のトルコで出生した子で， トルコで居住し，
成年に達したときに公式にトルコ国籍を取得を望んだ者。
• 国籍法に従い， トルコ人となることを承認された者。
トルコ人たる資格は法律に定めるところに従い喪失する。」
オスマン臣民法はこの憲法制定後もその効力を維持していたが， 1928年 5月
23日，ついに新たなトルコ国籍法（法第1312号）22)が制定されたのである。こ
れがトルコ共和国初めての国籍法である。
この法律の特徴は血統主義を原則とし，生地主義を補充的に採用している点
では， 1964年法と同様であるが，憲法の規定よりも広く父母両系主義をいち早
く採用している点である（第 1条，第 2条(C)。さらに生地主義による補充も
「父母の知れない場合」（第 2条(a) だけでなく，出生の時に「父母の一方ま
たは双方が国籍を有しない場合」とかなり広く採用されている。これはトルコ
20) 正式の名称は「国家組織体某本法」である。
21) 文言は1945年法によ っている。
22) この法律の翻訳については註16)参照のこと。
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共和国成立以降の人口減少に歯止めをかける目的があったといわれている。こ
の法律のもう 一つの特徴である身分変動による国籍変動が片面的であることに
もそれを見ることができる。つまり， トルコ人と婚姻をした外国人女性には婚
姻の効果としてトルコ国籍が付与されるのに対し，外国人と婚姻をしたトルコ
人女性のトルコ国籍は維持されるとしているのである（第13条）23) 0
3. 1964年国籍法
1961年憲法が改正され，国籍についてかなり詳しく規定された。この憲法54
条は後の1982年憲法改正の際にもそのまま引き継がれている (1982年改正憲法
66条）。
条文は以下の通りである。
第 3章政治的権利と義務
1. 国籍
第54条
「 トルコ国家と国籍によって結びついている者は全てトルコ人である。
トルコ人父またはトルコ人母の子はトルコ人である。外国人を父とし
トルコ人を母とする子の国籍については，法律でこれを定める24)。
国籍は法律に定める条件を充足した場合に取得し，また，法律で定め
られた場合に該当するときに喪失する。
如何なるトルコ人も，祖国への忠誠と調和しない行動をしない限り国
籍を剥奪されない。
国籍離脱に関する決定及びその手続に対し，裁判によることを妨げな
し、。」
この憲法54条1項は， 1924年憲法88条 1項と文言は異なるが，ここでもトル
23) R. Aybay, p.75. 
24) この第 3文は明らかに第 2文と矛盾している。早くから批判があったらしいが，
2001年10月3日の改正で第3文は削除されている。
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コ国籍に関しては，人種・ 言語・民族及び宗教といった概念から切り離された，
国家との抽象的な法的紐帯であるという理解が反映されている。そして 2項で
は原則として血統主義を採用すること， 3項で国籍取得及び喪失に関する基本
原理については法律に委ねられることが明らかにされているといってよい。さ
らに 4項では国籍を祖国への忠誠義務と結びつけているが， 5項では行政手続
及び行政行為に対する裁判を保障しているのである。
これを受けて1964年トルコ国籍法が制定されたのであるが，そこでは，全て
の者は国籍を有しなければならないこと，そして国籍唯一の原則ならびに国籍
自由の原則の 3つの原則を採用したといわれている。この法律は1981年， 1989
年， 1992年， 1995年， 2003年 (2回）， 2004年の 7匝大幅に改正25)されている。
1964年法は血統主義を原則とし，生地主義を補充的に採用している点では28
年法と同様であるが，血統主義に関しては1981年の改正以前は父系優先主義を
採用した点（第 1条）で28年法よりも後退していたといえよう 26)0 
また，身分変動によるトルコ国籍の自動的な取得は「国籍自由の原則」の採
用の結果， トルコ国籍を付与しなければ身分変動の結果無国籍となる場合以外，
認められていない。「国籍自由の原則」を採用しているといっても，未成年の
子は，父あるいは母の国籍変更に伴いトルコ国籍を取得あるいは喪失すること
が定められている (14条， 16条， 18条， 30条， 32条， 36条， 37条）。その場合
には成年に達した後，選択権行使によるトルコ国籍の回復あるいは離脱 (12条，
17条， 27条）が認められる。
国籍の喪失には，自由意思による離脱，帰化決定の取消，剥奪，選択権行使
による喪失の 4種類がある。国籍の離脱には，内務省の許可および内閣の決定
(22条， 23条）が必要であり，許可なく外国国籍を取得することは国籍の「剥
奪」理由となる (25条）。さらに離脱の条件として，原則として「兵役義務を
済ませていること」が挙げられており，日本国籍の離脱と比べると相当条件は
厳しいものとなっている。
25) 各改正については1964年トルコ国籍法についての別稿参照のこと。
26) 1981年改正により両系主義に変更される。
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また，国籍の剥奪であるが，これには2種類ある。つまりトルコ国籍の再取
得が認められる剥奪と認められない剥奪である。後者は， "<;Ikarma"と呼ばれ
るもので，共和国の国内・国外の安全を脅かす犯罪（又は経済的• 財政的犯
罪）を犯した場合と外国に居住し召集がなされたにも拘らず3カ月以内に滞国
しない場合（非常事態の場合，又は交戦状態の場合は 1カ月以内）に帰国しな
い場合になされる。これは帰化者にのみなされる措置であるが，交戦状態の場
合は国籍の生来的取得者についてのこの剥奪が認められる (26条， 35条）。こ
の叫1karmaの措置が取られた者のトルコに在る財産は，財務省によって清算
され，価格相当額を当人名義で国営銀行に預託されることになる (35条）。
さらに「国籍唯一の原則」はすでにヨーロッパ，特にドイツに移民したトル
コ人との関係で重国籍を認める方向に転換しているといってよい。 トルコはむ
しろ， ドイツ在住のトルコ人のドイツ国籍取得を国家を挙げて促進する政策を
採用していたため， トルコ国籍を維持したまま，あるいはトルコにおける権利
を維持したままドイツ国籍を取得する方法を如何に構築するかに腐心してきた
といってよい27)。1964年トルコ国籍法の 7度にわたる改正の背後にはこのよう
な事由が存在する。ドイツはこれを嫌い，外人法の改正等で対処していたが，
2000年のドイツ国籍法改正で重国籍を容認した。
現在， トルコではトルコ人が欧米に移民をした場合に主眼をおいて国籍に関
する政策が展開されてきているが， トルコヘ移民してくる者の数が増加してい
ることも事実である。これらの移民集団はトルコの国家政策に影響を及ぼすだ
けの圧力団体となっているものはほとんどないが，今後トルコヘの移民問題が
政治問題となったときに，どのような立場を採用するかは不明である。また，
トルコ国籍取得に関しては，現実には外国国籍を有したままの国籍取得がどれ
ほど認められているかは，内務省の裁量によるところが大きいので不明である
27) 1981年の国籍法改正では重国籍の承認，そして1995年の改正では参政権以外のほ
とんどの権利をトルコ人と同じく認められる特権を有する非国民的地位 （付与され
る書類の色から当初はピンク・カード， 2004年改正後ブルー・カードと称される）
を認めるようにな っている。Z.Kabirbeyoglu, p. 6, p. 7. 
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上，国籍法以外の定住法 (iskanKanunu) ZS)や条約など別の法律による国籍
取得も認められている。 トルコヘの周辺各国からの移民が増加するにつれ，国
籍法に基づく場合とそれ以外の法律等に基づく場合の整合性，裁量基準のさら
なる明確化が求められることになろう 。
4. 2009年新トルコ国籍法 改正点を中心に
2009年法は前述したように， 7度の改正を経て整合性を喪失している1964年
法の整理，そして EU加盟を脱んでの改正といえる。
国籍取得および喪失に関しては2つの重要な改正がなされている。一つは，
兵役義務を履行していない男性，そして当局へ通知することなく外国国籍を取
得した者からの国籍の剥奪は認められないことになった。さらに一旦国籍を剥
奪された者でも国家の安寧，公共の秩序の観点から問題がないという証明があ
れば， トルコ国籍の再取得が認められるようになった点である（第29条，第14
条）。つまり，国籍の再取得が認められない「剥奪」は無くなったということ
である。
もっとも，普通帰化の条件に「国家の安寧及び公共の秩序を乱す恐れがな
い。」という条件が新法では附加されている（第11条g号）
さらに， トルコ人の養子となった外国人未成年者に対し，やはり「国家の安
寧及び公共の秩序を乱す恐れがない」場合にはその他の普通帰化を認める条件
を備えなくても当局の決定でトルコ国籍を取得できるようにしている（第17条）。
トルコ民族の子孫については1964年法では5年の居住要件を充足しないでも
帰化を認めるとしていたが，新法では帰化手続きにおけるトルコ民族の子孫と
そうでない者との間の差別を解消するという立場から， 2010年までは居住要件
を2年とする暫定規定 1を設け，その後は普通帰化の要件に従い 5年となると
している29¥
28) この法律による国籍取得の共通分母は国籍法とは異なり， トルコ系民族の子孫と
トルコ文化とむすびついていることが条件となる（第 3条）。
29) ただし．定住法による帰化，さらに12条c号にある 「亡命者」 としての認定 （難
民認定）でトルコ系外国人を積極的に優遇する措置は残されている。
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もう 一つの重要な実質的改正は，不適切な行為の結果，国籍取得を取消され
たり，あるいは剥奪されたりした場合のトルコ国籍再取得につき， 3年の居住
要件が課されたことである (14条）30)。これは1964年法では例外を除き，課せ
られていなかった要件である。つまり， トルコ国籍の再取得は，認められる範
囲が広げられ緩和される一方，居住要件の附加により難しくなったともいえる。
30) 以上の改正点については Z.Kabirbeyoglu, p. 14以下参照。
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2009年5月29日新トルコ国籍法
第 1章 目的，内容，定義および実施
（目的）
第 1条
(l)31) この法律の目的は，国籍の得喪に関する事項，及びその実施に関す
る手続，並びにその根拠を明らかにするものである。
（内容）
第2条
(1) この法律は， トルコ国籍の得喪に関し，その根拠を整備し，国籍に関
する業務手続について定めるものである。
（定義）
第3条
(1) この法律を適用するにあたっては，以下の文言の意味するところは，
次に示すとおりである。
a) 省：内務省32)
b) 重国籍：トルコ国籍と同時に複数の国籍を有すること。
c) 総監督局：人口及び国籍事項に関する総監督局
d) トルコ国民：トルコ共和国と国籍によって結びついている者。
e) 外国人：トルコ共和国と国籍によって結びついていない者。
31) (1)だけで第二項以下はない。今回の新法では単項のみの条文であるにもかかわら
ず，全て(1)と付く 。反対に1964年国籍法には項ナンバーはない。
32) 以ドの訳では，「省」ではなく「内務省」として翻訳をしている。わかりにくさ
をなくすためであるが， トルコ語の原文は「省」を意味する「bakanlik」だけを使
用している。
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（国籍に関する業務の実施）
第4条
(1) トルコ国籍の得喪に関する業務は，国内では内務省，国外では海外代
表部が実施する。
第 2章 トルコ国籍の取得
（トルコ国籍を取得する場合）
第 5条
(1) トルコ国籍は，出生と同時に，又は出生後に取得することができる。
（出生による国籍の取得）
第 6条
(1) 出生により取得する国籍は，血統もしくは出生地を根拠として自動的
に付与される。出生により取得する国籍は，出生時以降効力を有する。
（血統）
第 7条
(1) トルコ国内もしくは国外で， トルコ国民たる母もしくは父を有する嫡
出子として出生した者はトルコ国民である。
(2) トルコ国民の母と外国人父との間に非嫡出子として出生した者はトル
コ国民である。
(3) トルコ国民の父と外国人母との間に非嫡出子として出生した者は，血
統のあることを保証する手続をし，その根拠を提出した場合には， トル
コ国籍を取得する。
Cf. 
• 1869年オスマン臣民法
第 1条 両親若しくは父がオスマン臣民であるときに出生した者はオ
スマン臣民と看倣される。
• 1928年トルコ国籍法
第1条 出生地の如何を問わず，出生の時にトルコ国民を父母の一方
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とした者は， トルコ国民とする。
第2条 子は以下の場合にトルコ国民とする。
a) 父母の知れない場合において， トルコで出生したとき
b) 出生の時に父母の一方または双方が国籍を有しない場合におい
て， トルコで出生したとき
c) 出生地の如何を問わず， トルコ人を父母の一方として婚姻外で
生まれた者
• 1964年 トルコ国籍法
(1981年改正前）
第 1条 トルコ国内もしくは国外で
a) トルコ人を父とする者
b) トルコ人母から出生した者で父の国籍を出生により取得しない
者
c) トルコ人母から婚姻外で出生した子
は，出生の時からトルコ国民である。
(1981年改正後）
第 1条 トルコ国内もしくは国外で， トルコ人を父として，あるいは
（出生地）
第 8条
トルコ人母から出生した子は，出生の時からトルコ国民である。
(1) トルコで出生し，父母が外国人であるために出生と同時にいずれの国
の国籍も取得することができない子は，出生のときからトルコ国民であ
る。
(2) トルコで発見された子は，それに反する立証がなされなければ， トル
コで出生したものと推定される。
Cf. 
• 1869年オスマン臣民法
第 2条 両親が外国人であり，オスマン帝国領土内で出生した者は誰
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でも外国人である。但し，成年に達してから 3年以内にオスマン臣
民籍を要求する権利を有する。
• 1928年トルコ国籍法
第2条：前条の cf.参照のこと
第4条 トルコで出生した外国人を父母の一方として1929年 1月1日
以降にトルコで出生した者は， トルコ国民である。但し， トルコの
法律に従い，成年に達してから 6月以内に選択により父又は母の国
籍を取得することができる。この場合には第 8条の規定を適用する。
本条の規定は，外交特権を有する外国人の子については，これを適
用しない。 (1929年 4月6日の法律により改正。外交特権の部分が
削除される。）
• 1964年トルコ国籍法
第4条 トルコで出生し，父母からその国籍を出生と共に取得しない
子は，出生の時からトルコ国民である。
トルコで発見された子は，反対の立証がなされない場合にはトル
コで出生したものと推定される。
（出生後の国籍の取得）
第9条
(1) 出生後に取得するトルコ国籍は，主務官庁の決定もしくは養子縁組，
あるいは選択権の行使によって付与される。
Cf. 
• 1964年国籍法
第3条 養子縁組は，養子の国籍に影響を及ぼさない。但し，未成年
の養子が無国籍になる場合，又は父母が知れない場合あるいはその
所在が不明の場合には， トルコ国民の養子となることによりトルコ
国民となる。
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（主務官庁の決定によるトルコ国籍の取得）
第10条
(1) トルコ国籍を志望する外国人は，この法律に定める条件を充足してい
る場合に，主務官庁の決定によりトルコ国籍を取得することができる。
但し，要件を充足していることは，国籍取得における完全な権利を保障
するものではない。
（申請のために求められる条件）
第1条
(1) トルコ国籍を志望する外国人は，以下の条件を充足することが求めら
れる。
a) その本国法により，あるいは無国籍の場合はトルコ法により，成年
で能力者であること。
b) 申請日から遡り，中断することなく 5年間トルコに居住しているこ
と。
c) トルコに定住する決意を態度で証明すること。
q) 公衆衛生の観点から危険となるような病気を有していないこと。
d) 品行方正であること。
e) 充分なトルコ語を話せること。
f) トルコで自身及び扶養義務のある者の生活を保障するだけの収入あ
るいは仕事を有していること。
g) 国家の安寧及び公共の秩序の観点からして，これを妨げるような事
情が見出せないこと。
(2) トルコ国籍を志望する外国人が前項の各号の要件を全て具備している
場合であっても，政府は国籍離脱の条件も付加することができる。この
条件の付加の理由を確定する権限は内閣に存する。
Cf. 
• 1869年オスマン臣民法
第3条 5年間継続してオスマン帝国に住所を有する成年の外国人は，
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外務省に自ら，あるいは代理人により申請することにより，オスマ
ン臣民籍を取得することができる。
• 1928年トルコ国籍法
第 5条 5年間継続してトルコに住所を有する外国人でその本国法に
より成年に達した者は， トルコ国籍の取得を申請することができる。
トルコ国籍は内閣がこれを付与する。トルコ国籍を取得した父に，
または母が寡婦であるときにはトルコ国籍を取得した母に従い，未
成年の子もトルコ国民となる。
• 1964年トルコ国籍法
第 6条 下記の条件を充足する外国人は，内閣の決定によりトルコ国
籍を取得することができる。
国籍を志望する者は，
a) その本国法により，あるいは無国籍の場合はトルコ法により，
成年に達していなければならない。
b) 申請の日から遡り 5年間トルコに居住していなければならない。
c) トルコに定住する決心をしていることを態度で証明しなければ
ならない。
r;) 品行方正でなければならない。
d) 公衆衛生の観点から危険となるような病気を有していない者で
なければならない。
e) 充分なトルコ語が話せる者でなければならない。
f) トルコで自身及び扶養義務のある者の生活を保障できるだけの
収入あるいは仕事を有している者でなければならない。
（トルコ国籍取得における例外的場合）
第12条
(1) 国家の安寧及び公共の秩序の観点からして，これを妨げるような事情
が見いだせないという条件が充足されていれば，内務省の提案により閣
議で以下の条件を充足する外国人は， トルコ国籍を取得することができ
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る。
a) トルコに産業施設を設立，又は科学・技術・経済・社会・スポー
ツ・文化・芸術の分野で多大な貢献をし，あるいは貢献すると考えら
れる者で，関係省庁からそれらに関し必要な事項が提示された者。
b) 国籍取得がどうしても必要と看傲される者。
c) 亡命が許された者。
Cf. 
• 1869年オスマン臣民法
第4条 オスマン帝国政｝付は，前条に定める条件を充足しない場合で
も，特別の優遇措置に値すると考えられる外国人を臣民として特に
受け入れる。
• 1928年トルコ国籍法
第6条 内閣は，居住条件を備えない外国人であっても，相当と認め
るときは決定をもって例外としてトルコ国籍を付与することができ
る。
• 1964年トルコ国籍法
第7条 下記の場合，第6条に定めるb)及びc)号の条件を具備しない
外国人は，（そのトルコ国籍取得の）志望につき，内務省の提案お
よび閣議決定を経てトルコ国籍を取得することができる。
a) トルコ国籍をいかなる形であれ喪失した者の，喪失後に出生し
た成年の子
b) トルコ国民と婚姻した者及びその成年の子
c) トルコ人の血統をひく者及びその配偶者並びに成年の子
c) トルコ国民と婚姻する決意をし， トルコに定住する者
d) トルコに産業施設を導入し，社会的・経済的分野，又は科学・
工業あるいは芸術分野で多大な貢献をし，又は貢献すると考えら
れる者
e) 国籍取得がどうしても必要であると内閣が看倣した者
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（トルコ国籍再取得の場合における国籍取得のための居住条件の免除）
第13条
(1) 国家の安寧を妨げるおそれのない場合には，以下に掲げる者はトルコ
における居住期間を考慮することなく，内務省の決定によりトルコ国籍
を再取得することができる。
a) トルコ国籍離脱の許可を得てトルコ国籍を喪失した者
b) 母又は父との関係でトルコ国籍を喪失し，第21条で定められた期間
内に選択権を行使しなかった者
Cf. 
• 1928年トルコ国籍法
第14条 政府の特別の許可を得て外国国籍を取得したトルコ国民につ
いて，内閣はその申請に基づき居住条件を具備しない場合にも，決
定によりトルコ国籍の再取得を認めることができる。許可を得て外
国国籍を取得した者の子，又は本法に定めるところに従いトルコ国
籍を剥奪された者の子が， トルコ国籍の取得を申請した場合には，
内閣は，居住条件を具備しない場合でも，決定によりトルコ国籍を
付与することができる。
• 1964年トルコ国籍法
第8条 (2003年改正前）
この法律によりトルコ国籍を喪失した者については，居住条件を
具備しない場合でも，内閣は国籍の再取得を認めることができる。
但し第35条（国籍の剥奪）の決定による場合はこの限りではない。
第8条 (2003年改正後）
この法律によりトルコ国籍を喪失した者は（第19条に従い外国人
男子と婚姻しその夫の国籍を選択することによってトルコ国籍を喪
失した女性，第13条で予定されている期間を経過した女性，及び第
20条に従い許可を得てトルコ国籍を離脱した者は内務省により，第
25条に従って内閣によりトルコ国籍喪失の決定がなされた者は閣議
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の決定により），居住条件を充足しない場合でも国籍を再取得する
ことができる。
（居住要件充足によるトルコ国籍の再取得）
第14条 第29条の規定に従いトルコ国籍を剥奪された者は閣議に基づき，第
34条の規定に従いトルコ国籍を喪失した者は内務省の決定により，国家の
安寧を害することなく 3年間トルコに居住していれば， トルコ国籍を再取
得することができる。
Cf. 第13条参照のこと。
（居住及びその期間の計算）
第15条
(1) 外国人にとって，居住とはトルコ法に従ってトルコで居住することで
ある。
トルコ国籍を志望する外国人は，申請のために必要な居住期間内に，
併せて 6月を超えない期間，国外に出ることができる。
トルコ国外で経過した期間は，この法律に定める居住期間に算入する。
Cf. 
• 1964年トルコ国籍法
第9条 外国人にとって，居住とはトルコ法に従ってトルコに居住す
ることである。
外国人が合計6月を超えない条件でトルコ国外に存在することに
より居住期間は中断されない。但し， トルコ国外で経過した期間は，
居住期間に算入されない。
トルコにトルコ民法の規定するところに従い住所地を有する外国
人が，治療・教育あるいは不可抗力によりトルコ国外に出国し，又
はこのような理由のいずれかのためにトルコ国外に滞在する場合に
は，国外で経過した期間の合計が 6月を超えたときにも居住期間の
中断はないものとする。
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（トルコ国民との婚姻による取得）
第16条
(1) トルコ国民と婚姻することにより， トルコ国籍を取得することはない。
但し， トルコ国民と婚姻した者は，少なくとも 3年間婚姻を継続し，さ
らに継続しようとする外国人は， トルコ国籍の取得を申請することがで
きる。申請の条件は次のとおりである。
a) 家族と共に生活していること。
b) 婚姻共同生活の調和を乱す行動としていないこと。
c) 国家の安寧及び公共の秩序を乱すおそれのないこと。
(2) 申請後にトルコ国民たる配偶者が死亡し婚姻が終了したときには，前
項a)号の条件は不要となる。
(3) 婚姻によりトルコ国籍を取得する外国人は，婚姻の無効の決定がなさ
れた場合には，婚姻の時に善意のときにトルコ国籍を保持する。
Cf. 
• 1928年トルコ国籍法
第13条 トルコ国民と婚姻した外国人女性は， トルコ国民となる。外
国人と婚姻をしたトルコ人女性は， トルコ国籍を保持する。外国人
女性がトルコ国民と婚姻した場合であっても，従前の外国人との婚
姻による子の国籍は変動しない。但し，未成年の子の国籍について
は，父たる外国人が死亡した場合に限り，母の国籍に従うものとす
る。
婚姻によりトルコ国籍を取得した外国人女性は，当該婚姻の解消
後別居するにいたった日から 3年以内に元の国籍を回復することが
できる。但し，元の国籍を回復した場合に，当該婚姻による子がな
いときには， トルコからその住所を移転しなければならない。
• 1964年トルコ国籍法
第 5条 (2003年改正前）
トルコ国民と婚姻した外国人女性は， トルコ国籍への変更を欲す
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る場合には第42条に定める手続により届出をしたとき，又は，無国
籍あるいは婚姻により元の国籍を喪失するときには， トルコ国籍を
自動的に33)取得する。
婚姻の取消の決定がなされた場合，婚姻の際に善意の女性はトル
コ国籍を保持する。
取消の決定がなされた婚姻により出生した子は，父又は母が善意
でない場合にもトルコ国籍を保持する。
第 5条 (2003年改正後）
トルコ国民と婚姻をすることにより，自動的にトルコ国籍を付与
されることはない。但し， トルコ国民と婚姻したことによりトルコ
国籍を取得することを志望する外国人は，少なくとも 3年間婚姻を
継続し，現実に同居し，かつ婚姻をさらに継続することを条件とし
て，国内では最高行政庁へ，国外ではトルコ領事館へ書面で（トル
コ国籍の取得を）申請することができる。申請については，内務省
が行う審査及び調査の結果，必要な条件を具備している者は，条件
充足を確定する決定の日からトルコ国籍を取得する。
但し， トルコ国民と婚姻をした外国人は，婚姻により元の国籍を
喪失する場合には， トルコ国籍を自動的に取得する。
婚姻によりトルコ国籍を取得した者は，婚姻取消の決定がなされ
た場合には，婚姻締結につき善意の時はトルコ国籍を保持する。
この条項の適用に関する手続及び根拠は，内閣が制定する規則に
よって明示される。
33) ここでいう「自動的」というのは， 日本の国籍法にいう「自己の志望」による場
合にも 「自動的」に付与されるような表現となっているが，これは1964年法 6条に
定める焼化条件の充足及び内閣の決定が不要ということを意味するものであると考
えられる。従って， この場合， 「トルコ人との婚姻」と「 トルコ国籍の志望」の 2
つの条件が充足されれば， トルコ国籍が付与されるということであって，「自動的」
という言葉があっても日本の国籍法にいう「自己の志望」による場合も含んでいる
こととなる。
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（トルコ国民の養子となることによる取得）
第17条 トルコ国民と養子縁組をした未成年者は，国家の安寧及び公共の秩
序を乱す恐れのないときには，決定の日からトルコ国籍を取得することが
できる。
Cf. 
• 1964年トルコ国籍法
第3条 養子縁組は，養子の国籍に影響を及ぼさない。但し，未成年
の養子が無国籍になる場合，又は父母が知れない場合，あるいはそ
の所在が不明の場合には， トルコ国民の養子となることによりトル
コ国民となる。
（国籍申請調査委員会）
第18条
(1) 第1条及び第16条に従いトルコ国籍取得を志望する外国人の申請のた
めに必要な条件が充足されているか否かの確定は，各県に設置された国
籍申請調査委員会によりなされる。委員会の構成及び業務の根拠につい
ては規則で明示する。
Cf. 
• 1964年トルコ国籍法
第11条 (1989年改正前） 国籍取得を志望する者については，内務省
はこの法律の適用に関する規則により定められる根拠に従って，調
査をすることが必要な条件の充足の有無を調べる。
第11条 (1989年改正後） トルコ国籍取得のための申請は，当事者の
居住する地の最高行政機関の長，あるいは外国の（トルコ）領事館
に申請書を提出してこれをする。
当局は準備した書類を，要求に応じるべく内務省に送付するもの
とする。
国籍取得を志望する者については，この法律の適用に関する規則
により定められる根拠に従い調査をすることが必要な条件の充足の
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有無を調ぺる。（国籍取得を認めることが）適切と見られる状態に
ある者については，国籍取得の承認のために首相に推薦し，適切と
は見られない者については，その申請を内務省で却下する。
（主務官庁の決定によるトルコ国籍取得における手続および根拠）
第19条
(1) 主務官庁の決定によるトルコ国籍取得を志望する外国人が提出する申
請に際しては，必要な条件を充足する者の名前のもとに国籍関係書類を
整えて，決定付与のために内務省に提出するものとする。内務省におい
てなされる調査検討の結果，（国籍取得を認めることが）適切であると
判断された場合には，同省の決定によりトルコ国籍が付与される。適切
であると判断されなかった場合には，申請は同省により却下される。
(2) 第12条に従い， トルコ国籍取得の手続は，内務省が実施する。
Cf. 
• 1964年トルコ国籍法
第10条 (1989年改正前） トルコ国籍を志望する者は，第 6条の定め
に従い，当事者が居住地，即ち第 7条及び第 8条の場合には当事者
の居住地の最高行政庁長官に，国外では居住地のトルコ領事館に申
請書を提出するものとする。
これらの当局は，申請に応えるぺく書類を整えて内務省に送付する
ものとする。
1989年改正後は第11条に移行。第11条については前条を参照のこと。
（主務官庁の決定によるトルコ国籍取得の有効性）
第20条
(1) トルコ国籍取得に関する決定は，決定の日からその法的効力を有する。
(2) 主務官庁の決定によるトルコ国籍取得は，配偶者の国籍にその効力を
及ぼさない。母又は父がトルコ国籍を取得したときに親権を有する子に
ついては，相手方配偶者の同意がある場合にその子はトルコ国籍を取得
する。
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同意がない場合には，母又は父の常居所地国の判決に従い手続がなさ
れる。トルコ国籍を父及び母が共に取得する場合には，子も又トルコ国
籍を取得する。
(3) 母又は父のトルコ国籍取得に際し，共に（国籍取得の）手続をしな
かった子は，成年に達してからトルコ国籍取得の申請をした場合には，
第1条が適用される。
Cf. 
第(1)項について
• 1964年トルコ国籍法
第10条 (1989年改正後）
無条件に取得する国籍は，内閣の決定の日からその効力を生じる。
内閣により条件を付して国籍取得決定が付与される者については，
国籍付与の決定はこの条件の充足が内務省により確認された日から
その効力を生じる。
2年間条件の充足がなされない場合には，内務省の申出により国
籍取得は内閣によって無効とされる。
※改正前第10条は第19条の Cf.参照
第(2)項について
• 1869年オスマン臣民法
第8条 外国で帰化あるいは臣民籍を喪失したオスマン臣民の子は，
未成年者であっても父の条件に従うことなく，オスマン臣民のまま
である。 トルコにおいて帰化した外国人の子は，未成年者であって
も父の条件に従うことなく外国人のままである。
• 1928年トルコ国籍法
第5条 5年間継続してトルコに住所を有する外国人でその本国法に
より成年に達した者は， トルコ国籍の取得を申請することができる。
トルコ国籍は内閣がこれを付与する。 トルコ国籍を取得した父に，
または母が寡婦であるときにはトルコ国籍を取得した母に従い，未
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成年の子もトルコ国民となる。
• 1964年トルコ国籍法
第15条 国籍の取得は，その配偶者の国籍に影響を及ぼさない。但し，
無国籍の女性は夫との関係でトルコ国民となる。
第14条
婚姻によりトルコ国籍を取得した女性の，当該婚姻前に出生した
未成年の子は以下の場合には，母との関係でトルコ国民となる。
a) 父が死亡している場合
b) 父がわからない場合
c) 父が無国籍の場合
d 子が無国籍の場合
d) 親権が母にある場合
a)及びd)号を適用するに当たっては，第16条に定める条件の充足
が求められる。
第16条
未成年の子は， トルコ国籍を取得した父との関係でトルコ国民と
なる。
トルコ国籍を取得した女性の未成年の子は，以下の場合には母と
の関係でトルコ国民となる。
a) 父が死亡している場合
b) 父がわからない場合
c) 父が無国籍の場合
c) 子が無国籍の場合
d) 親権が母にある場合
（トルコ国籍選択権行使による取得）
第21条
(1) 第27条に従い，父又は母との関係でトルコ国籍を喪失した子は，成年
に達してから 3年以内に選択権を行使することにより， トルコ国籍を取
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得することができる。
Cf. 
• 1869年オスマン臣民法
第8条 外国で帰化あるいは臣民籍を喪失したオスマン臣民の子は，
未成年者であっても父の条件に従うことなく，オスマン臣民のまま
である。トルコにおいで帰化した外国人の子は，未成年者であって
も父の条件に従うことなく外国人のままである。
• 1928年トルコ国籍法
第14条 政府の特別の許可を得て外国国籍を取得したトルコ国民につ
いて，内閣はその申請に基づき居住条件を具備しない場合にも，決
定によりトルコ国籍の再取得を認めることができる。許可を得て外
国国籍を取得した者の子，又は本法に定めるところに従いトルコ国
籍を剥奪された者の子が， トルコ国籍の取得を申請した場合には，
内閣は，居住条件を具備しない場合でも，決定によりトルコ国籍を
付与することができる。
• 1964年トルコ国籍法
第12条
下記の者は， トルコ民法に従い成年に達したときから 1年以内に
トルコ国籍を選択することができる。
a) (1981年改正により削除）「トルコ人母から出生したが， トルコ
国籍を取得しなかった者」
b) 第30条34)及び第37条に従い，母との関係でトルコ国籍を喪失
した子
c) 第32条及び第36条に従い，父との関係でトルコ国籍を喪失した
子
34) 1964年トルコ国籍法はその19条で外国人男性と婚姻したトルコ人女性が，夫の国
の国籍を取得したときに，それをトルコの当局に報告することにより国籍を喪失す
る制度を認めていた関係で，第13条でこのような女性にも婚姻終了の日から 3年以
内にトルコ国籍を回復する制度を設けている
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（トルコ国籍選択権行使による取得の有効性）
第22条
(1) 選択権行使によるトルコ国籍取得は，この権利行使に関する条件確定
の決定の日から効力を有する。
(2) 選択権行使によりトルコ国籍を取得した者の配偶者及びその子につい
ては第20条が適用される。
Cf. 
• 1964年トルコ国籍法
第17条 この法律において国籍取得の効果を規定している第15条，第
16条は，第12条に従って選択権を行使してトルコ国籍を回復しよう
とする者の配偶者及び未成年の子についても適用される。
第3章 トルコ国籍の喪失
（トルコ国籍を喪失する場合）
第23条
(1) トルコ国籍は，主務官庁の決定もしくは選択権の行使により喪失する。
Cf. 
• 1869年オスマン臣民法
第 5条 （オスマン帝国政府の）許可を得て外国国籍を取得した者は，
その国籍変更の日から外国人と看倣され，外国人として取り扱われ
る。但し，オスマン帝国政府の許可を得ることなく外国国籍を取得
した者については，その新国籍は無効と看倣され，従前通りオスマ
ン臣民と看倣されて，全ての点においてオスマン臣民と全く同様に
取り扱われる。いずれにせよ，オスマン臣民がその臣民籍を放棄す
るにあたっては，帝国の命令 (irade) により認められる指示に従
うものとする。
• 1928年トルコ国籍法
第7条 何人も特別の許可を得ることなく， トルコ国籍を放棄するこ
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とはできない。この許可はトルコ国籍を放棄しようとする者が内務
大臣に対してなす申請に基づき，内閣がこれを付与することができ
る。但し，兵役義務を履行しない者については許可は認められない。
• 1964年トルコ国籍法35)
第19条から第37条に於てトルコ国籍喪失に関し規定されている。
1964年トルコ国籍法で認められているトルコ国籍の喪失原因は①
法律による喪失（第19条外国人と婚姻をしたトルコ人女性の国籍
の喪失に関する規定），② 主務官庁の決定による喪失，③ 選択権
の行使による喪失，④ 国籍離脱者との親子関係に基づく喪失の 4
つである。
（主務官庁の決定による喪失方法）
第24条
(1) 主務官庁の決定によるトルコ国籍の喪失は，国籍の離脱，剥奪もしく
は国籍取得の無効の場合に生じる36)。
（トルコ国籍の離脱）
第25条
(1) トルコ国籍を離脱するための許可を求める者が，以下の条件を充足し
た場合に，内務省は離脱の許可もしくは離脱証明書を付与し得る。
a) 成年者かつ行為能力者37)であること。
b) 外国国籍を取得しているか，あるいは取得することが信頼するに足
りること。
35) 1964年国籍法には2009年法に見られるような総論的な規定はなく，「第2章 ト
ルコ国籍の喪失」として，直ちに喪失条件を定める規定となる。
36) このような規定は1964年トルコ国籍法にはないが，決定による喪失の場合は同じ
である。
37) "ayirt etme gi.ici.ine sahip"はトルコ 語 ・ドイツ語法律用語の辞典によると
"diff erenzierungskraft", すなわち「識別能力」と訳されているが， トルコ民法13
条で同じ言葉が使用されており，この規定は文言から明らかに「行為能力」の規定
であるので，「行為能力」とした。それに対し， 1964年法ではこれに対応する文言
として "mi.imeyyiz"という言葉を使用しており，この語のドイツ語訳は，，Zurech-/
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c) いかなる犯罪又は兵役を理由として捜索の対象となっている者では
ないこと。
d) 財産上又は犯罪を理由に権利に関しいかなる制隈も受けていないこ
と。
Cf. 
• 1964年トルコ国籍法
第20条 (2003年改正前）
トルコ国籍の離脱は，下記の条件が具備されている場合に，内閣
の決定によってなされる。
a) 責任能力があり成年に達していること
b) 兵役義務を済ませているか，済ませたと看倣されること。兵役
義務を済ませていることにつき例外的取扱いが必要と考えられる
者については，防衛省より許可を与えることができる（この項は
1995年の改正で削除）。
c) いかなる理由であれ外国国籍を取得しているか， もしくは外国
国籍を将来取得することが信頼できるほど確実なものであること
(1981年法で改正）。
第20条 (2003年改正後）
トルコ国籍離脱の許可は，下記の条件が具備されている場合に，
内務省により付与される。
a) 責任能力があり成年に達していること
b) いかなる理由であれ外国国籍を取得しているか， もしくは外国
国籍を将来取得することが信頼できるほど確実なものであること
c) いかなる犯罪理由によっても捜索の対象となっている者ではな
いこと
d) いかなる財産上及び犯罪による権利の制限を受けていない者
',. nungsfahigkeit"であるので，こちらは「責任能力」としている。
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（トルコ国籍離脱証明書等）38) 
第26条
(1) 外国国籍取得のためにトルコ国籍離脱の許可の請求が適切であると見
ることができる者に対しては，内務省は国籍離脱許可書を付与する。許
可を与えた後，もしくは，その前に，外国国籍取得を文書で証明した者
にはトルコ国籍離脱証明書を付与する。
(2) 離脱許可書は（許可）決定の日から 2年間効力を有する。許可書受領
者は，この期間内に，国内の場合には居住地の知事，国外の場合には外
国代表部に外国国籍取得についての届出及び証明書を提出しなければな
らない。
期間内に外国国籍を取得しえない場合には，離脱許可書は失効する。
Cf. 
• 1964年トルコ国籍法
第22条 (1981年改正前）
国籍離脱を志望する者が同時に外国国籍をも有する場合には，離
脱証明書は直ちに付与される。
国籍離脱を志望する者が外国国籍を有しない場合には，離脱証明
書は外国国籍を取得したことを示す文書を提示したときに当人に付
与される。
第22条 (1981年改正後）
国籍離脱を志望する者が同時に外国国籍をも有する場合には，離
脱証明書は直ちに付与される。
国籍離脱を志望する者が外国国籍を有しない場合には，内務省は
許可書を当人に付与する。外国国籍取得を示す文書が提出されたと
38) ここでは2段階で文書が付与されることに注意しなければならない。国籍離脱許
可書と国籍離脱証明書である。国によ っては （トルコの場合は特にドイツを念頭に
置いている。）重国籍防止の観点から元の国の国籍を離脱しなければ帰化を認めな
いものもあるところから，まずトルコ国籍離脱の許可書を発行してもらい，それに
よって外国籍を取得したときに外国国籍離脱証明書が発行されるのである。
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きには離脱証明書を付与する。
外国国籍を志望する者に，内閣により定められた根拠に基づいて
も，内務省は許可書を付与することができる。
許可書は3年間効力を有する。許可書を取得した者は，この期間
内にトルコの主務官庁に必要な情報及び文書を提出しなければなら
ない。
（国籍離脱の効力および効果）
第27条
(1) 離脱証明書を請求する当事者が，署名と引き換えに証明書の交付を受
けたときにトルコ国籍を喪失する。トルコ国籍を喪失した者の住民家族
台帳は閉じられ，国籍喪失の日以降，外国人手続の対象となる。
(2) 夫婦の一方が離脱の許可を得ることによりトルコ国籍を喪失しても，
他方配偶者の国籍にはなんら影響は及ばない。トルコ国籍を喪失した母
あるいは父の請求，及び他方配偶者の同意があるときには，子も共に国
籍を喪失する。同意が得られない場合には判決によって手続をする。離
脱の許可を得ることにより，父母ともにトルコ国籍を喪失する場合には，
その子もトルコ国籍を喪失する。
(3) 国籍の喪失により，子が無国籍になる場合には，前項の規定は適用さ
れない。
Cf. 
第(1)項前段について
• 1964年トルコ国籍法
第23条 (1981年改正前）
第22条に従い離脱証明書を付与されることにより， トルコ国籍を
喪失する。
第20条に従って許可を付与された日から 3年以内に離脱証明書を
取得しない場合には， トルコ国籍の喪失はその効力を生じない。
第23条 (1981年改正後）
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第22条に従い離脱証明書を付与されることにより， トルコ国籍を
喪失する。
第22条第 2項及び第 3項に定める許可書を付与された者が，同項
で定められた期間内にトルコの主務官庁に必要な情報及び文書を提
出しない場合には，そのトルコ国籍の喪失については，内務省の申
請に基づき内閣がこれを決定する。
第(1)項後段について
• 1869年オスマン臣民籍法
第5条本文
（オスマン帝国政府の）許可を得て外国国籍を取得した者は，そ
の国籍変更の日から外国人と看倣され，外国人として取り扱われる
（以下略）。
• 1928年トルコ国籍法
第8条
特別の許可を得て外国国籍を取得したトルコ国民は，当該許可の
付与された日から 1年以内に， トルコにある財産を清算してトルコ
から住所及び主たる営業所を移転し， トルコを去らなければならな
ぃ。当該期間内に財産を清算せず，かつ， トルコを去らない場合に
は，政府はその財産を清算し，かつ，その者を追放する。
前項に従いトルコを去った者が，領事館にトルコヘの帰来を申請
した場合には，内閣は領事館の報告に基づき 3月を超えない期間を
限って，帰国を許可することができる。
• 1964年トルコ国籍法
第29条 1文 この法律に従いトルコ国籍を喪失した者は，喪失の日か
ら外国人の手続に従う。
第(2)項及び第(3)項について
• 1964年トルコ国籍法
第31条 国籍の離脱は配偶者の国籍に影響しない。
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第32条 (2003年改正前）
トルコ国籍を離脱した父の未成年の子は，以下の場合に父との関
係でトルコ国籍を喪失する39)。
a) 母死亡の場合
b) 母が外国人の場合
c) 親権が父にある場合
母のトルコ国籍の離脱は，未成年の子の国籍に影響を及ぼさない。
但し，以下の場合にはトルコ国籍を離脱した母の未成年の子は，母
との関係でトルコ国籍を喪失する。
a) 父死亡の場合
b) 父がわからない場合
c) 父が外国人の場合
c) 親権が母にある場合
父又は母の関係で国籍を喪失する場合，子が15歳以上の時には書
面による同意を要する。
上記の規定に従い国籍を喪失すると子が無国籍になる場合には，
子はトルコ国民のままである。
第32条 (2003年改正後）
トルコ国籍を離脱した父の未成年の子は，以下の場合に父との関
係でそのトルコ国籍を喪失する。
a) 母死亡の場合
b) 母が外国人の場合
c) 親権が父にあり，かつ母の書面による同意が得られた場合
但し，母の同意が得られない場合には，裁判所の決定に従って手
続をするものとする。
トルコ国籍を離脱した母の未成年の子は以下の場合に母との関係
39) この項は1981年に改正されたものである。それ以前は「未成年の子は． トルコ国
籍を離脱する父との関係によりトルコ国籍を喪失する。」という文言である。
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でそのトルコ国籍を喪失する。
a) 父死亡の場合
b) 父がわからない場合
c) 父が外国人の場合
d) 親権が母にあり，かつ父の書面による同意が得られた場合
但し，父の同意が得られない場合には，裁判所の決定に従って手
続をするものとする。
父又は母の関係でトルコ国籍を喪失する場合に，子が15歳以上の
時には書面による同意を必要とする。
この条項に従い国籍を喪失すると子が無国籍になる場合には，子
はトルコ人のままである。
（離脱許可取得によりトルコ国籍を喪失した者に認められる権利）
第28条
(1) 出生によりトルコ国民となったが国籍離脱の許可を取得することによ
りトルコ国籍を喪失する者及びその者と同じ手続に従う子は，国家の安
寧及び公共の秩序に関する法律の留保の下に，兵役義務・選挙権及び被
選挙権・公務就任権•免税対象の車または家財道具を輸入する権利を除
き，社会保障に関して取得した権利は維持され，これらの権利を行使す
る場合に関係する法律に従うことを条件として， トルコ国民に認められ
た権利と同じ利益を享受し続ける。
Cf. 
• 1928年トルコ国籍法
第8条 前条参照のこと。
• 1964年トルコ国籍法
第29条後段 (1995年改正前）
但し，居住・不動産の取得及び譲渡，相続並びに労働等40)に関
40) 「等」と翻訳しているのはトルコ語の "gibi"という語である。これは「ような・
ようなもの」という意味であるので，現実にトルコの行政及び裁判ではどのよう ／
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する事項については， トルコ法において外国人に認められている権
利を行使し得る。第33条及び第35条の規定は留保される。
第29条但書 (1995年改正後）
但し，出生と同時にトルコ国籍を取得したが，後に内務省41)か
ら離脱の許可を得る手続により外国国籍を取得した者，及びその法
定相続人は， トルコ共和国の安寧及び公共の秩序に関する法律の留
保の下に，国内で居住• 生活・労働・相続及び動産・不動産の取得
と譲渡等に関する事項については， トルコ国民に認められている権
利と同じ利益を享受し続ける。第33条及び第35条の規定は留保され
る。
第29条但書 (2004年改正後）
但し，出生と同時にトルコ国籍を取得したが，後に内務省から離
脱の許可を得た者，およびこれらの国籍離脱証明書に記載された未
成年の子は， トルコ共和国の安寧及び公共の秩序に関する法律の留
保の下に，兵役義務，選挙権および被選挙権，公務就任権，免税対
象の車又は家財道具を輸入する権利を除き，権利行使に関する法律
に従うことを条件としてトルコ国民に認められている権利と同じ利
益を享受し続ける。第33条及び第35条の規定は留保される。
（トルコ国籍の剥奪）
第29条
(1) 下記に掲げる行為をしたことを政府当局が認定した者のトルコ国籍は，
内務省の申請及び内閣の決定により剥奪することができる。
a) トルコの国益に反する外国国家のいずれかの公務に就いている者で，
この公務をやめることを，国外においては外国代表部から，国内にお
いては地方行政庁長官から通知されたにもかかわらず， 3月以上の適
＼に解釈しているかは目下不明であるが，限定的な列挙ではなく例示であると読んで，
「等」の語をつけている。
41) 2003年改正前は「内務省」ではなく，「内閣」となっていた。
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切な期間内にこの公務をやめない者
b) トルコと交戦状態にある国に対するあらゆる形の奉仕業務に就くに
あたり閣議の承認を経ることなく，自らの志望でこれを継続する者
c) 許可を得ることなく，外国国家への奉仕の気持ちからその国の兵役
に就く者
Cf. 
• 1869年オスマン臣民法
第6条 オスマン帝国は，オスマン帝国政府の許可を得ることなく外
国国籍にその臣民籍を変更した者，あるいは外国政府の兵役に就い
た者についてその臣従を拒むことができる。臣民籍を否定されたこ
の範疇に属する者の帝国への婦来は禁止される。
• 1928年トルコ国籍法
第9条 特別の許可を得ずに自己の志望により外国国籍を取得した者，
又は外国の兵役に就いた者については，内閣の決定によりそのトル
コ国籍を剥奪することができる。
第10条 外国の軍務以外の職務に就き， トルコの地方行政庁あるいは
トルコ在外公館が一定の期間を定めてこれを辞することを命じたに
も拘らずこれに従わないトルコ国民，及びトルコと戦争状態にある
国の職務に就き，許可を得ることなく継続してこれに従事するトル
コ国民は，その国籍を剥奪する。
動員期間中兵役義務を遂行させるため正規の手続に従い伝達され
た召集に理由なく従わない者，召集に応じて部隊に赴く途中又は部
隊に参加した後において脱走し，法律に定める期間内に帰来せず，
かつ外国へ逃亡した旨の推定を覆すに足りる証拠を提出できない者，
又は休暇中たると勤務中たるとを問わず許可された期間を経過した
後において理由なく帰来せず逃走した者と看倣される者については，
政府はそのトルコ国籍を剥奪することができる。
外国に居住するトルコ国民で， トルコ領事館に登録せずに 5年を
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経過した者についても同様とする。
第11条 トルコに帰化した外国人が次の各号の一に該当する場合には，
内閣はトルコ国籍を剥奪することができる。
a) トルコ共和国の内外の治安を害する活動または行為をしたとき
b) 兵役義務に関する法律に従って負担すべき義務の履行を拒否し
たとき
第12条 トルコ国籍を剥奪された者は， トルコからこれを追放し， ト
ルコに帰来することを認めず，その財産は政府がこれを清算する。
• 1964年トルコ国籍法42)
第25条
下記に掲げる者につき，内閣はトルコ国籍喪失の決定をすること
ができる。
a) 43)許可を得ることなく自己の志望により外国国籍を取得した者
b) 外国国家のいかなる職務であれ， トルコの国益に反するものに
就いたために，内閣よりこの職務を放棄することを， 卜）レコ国外
では大使館又は領事館から，国内では地方の最高行政庁長官から
当人に通知されたにもかかわらず， 3月以上の適切な期間内にそ
の職務を放棄しない者
c) トルコと交戦状態にある国にいかなる種類のものであれ奉仕し，
自己の志望により政府の許可を得ることなくその奉仕を継続する
者
c) 外国に居住するために兵役義務を履行するように，又は， トル
コで宣戦布告がなされた場合に，祖国防衛に参加するべく当局か
ら正規の手続に従ってなされる召集に正当な理由なく 3月以内に
42) 1964年国籍法においては第25条では "kay bettirme"即ち「国籍を喪失させる理
由」という小見出しを掲げ， 第26条では "c1karma"即ち 「剥奪」という小見出し
を掲げている。いずれも閣議決定で国籍を喪失させるものであるが，その具体的な
相違については，本文参照のこと。
43) 1981年に改正。 改正前とは文言が異なるが内容は同じである。
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応じない者
d) 部隊の移動中，又は部隊に参加した後，国外で逃亡し，法律の
定める期間内に戻らない者
e) 軍隊での兵役義務に就いているときに義務・許可・一時帰省44)
あるいは療蓑のために国外にいる者で，その期間が終了しても正
当な理由なく 3月以内に原隊に復帰しない者
f) 主務官庁の決定によりトルコ国籍を取得した後，中断すること
なく少なくとも 7年間トルコ国外で居住する者で， トルコとの関
係を断絶せずトルコ国籍の保持を望むことを証明する公式の接触
及び手続をしていない者。
g) (1981年改正で附加， 1992年改正で削除）
国外にいるときにトルコ共和国の内外の治安及び法律上犯罪と
看倣される形での経済的又は財政的安全に反する活動をした者，
又は，国内でこの種の活動をし，いかなる形であれ出国し，かつ，
そのためにトルコにおいて行政訴訟あるいは犯罪の訴追もしくは
判決の執行がなされる可能性がなく，帰国を促す通知がなされた
にも関わらず3月以内に，又，戒厳令及び非常事態の場合は 1月
以内に帰国しない者
h) (1981年改正で附加）
いかなる方法であれ外国国籍を取得し，中断することなく少な
くとも 7年間トルコ国外で居住する者で， トルコとの関係を断絶
せずトルコ国籍の保持を望むことを証明する公式の接触及び手続
をしていない者
i) (1981年改正で附加）45) 
44) 「一時掃省」にあたるトルコ語は "havadegismi"である。これはまさに英語でい
う"changeof air"にあたるが，兵役を済ませたトルコ人によると療養のため一時
的に実家もしくは入隊以前の居住地に戻ることをいい，それ以外の土地に療養のた
めにいくことは含まれないということである。従って，「一時帰省」と訳している。
45) 2009年新国籍法は， 1964年法がしばしば改正されたため，その整合性を欠<J'
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戒厳令及び非常事態においてはg項に定めるところに従いトル
コ国藉を喪失した者については，第35条第 1項の定めに従っても
（国籍を喪失の）決定をなすことができる。
(<;), (d)及び(e)項に従い決定をなすためには防衛省の提案を
条件とする。
第26条 (1981年改正前）
外国に滞在してトルコ共和国の内外の治安に反する活動をし， ト
ルコで犯罪の訴追がなされる可能性を見出し得ない者，及び帰国を
促す召集に 3月以内に正当な理由なく応じない出生後にトルコ国籍
を取得した者は，内閣の決定により国籍を剥奪することができる。
この規定は， トルコが戦争状態にあるときには，出生によりトル
コ国籍を取得した者についても適用することができる。
第26条 (1981年改正後）
国外にいるときにトルコ共和国の内外の治安及び法律上犯罪と看
倣される形での経済的又は財政的安全に反する活動をした者，又は，
国内でこの種の活動をし，いかなる形であれ出国し，かつ，そのた
めにトルコにおいて行政訴訟あるいは犯罪の訴追もしくは判決の執
行がなされる可能性がなく，帰国を促す通知がなされたにも関わら
ず3月以内に，又，戒厳令及び非常事態の場合は 1月以内に帰国し
ない出生後にトルコ国籍を取得した者については内閣の決定により
その国籍を剥奪することができる。
この規定は， トルコが戦争状態にあるときには，出生によりトル
コ国籍を取得した者についても適用することができる。
＼に至ったことも理由として，改正ではなく新法として制定されたものである。たと
えばこの i項は1981年に g項の導入と共に附加されたものであるが， もしそうなら
1992年の g項削除に際し，同様に削除されるべきものであろう 。しかし． 箪者が入
手したテキストを見る限りそのような記述は見当たらない。
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（トルコ国籍喪失の有効性及び効果）
第30条
(1) トルコ国籍の喪失は，閣議決定が官報に掲載された日からその効力を
生じる46)。
(2) 喪失の決定は当人に限り効力を有し，その配偶者および子にはその効
果は及ばない。
Cf. 
第(2)項について
• 1964年トルコ国籍法
第34条 喪失及び離脱の決定は当人に限りその効力を有する。その配
偶者及び子には影響しない。
（トルコ国籍の取消）
第31条
(1) トルコ国籍取得の決定は，当事者の虚偽の申告あるいはトルコ国籍取
得のために根拠となる重大な事項を隠匿した結果取得の決定がなされた
場合には，決定をした当局がその取消をする。
Cf. 
• 1964年トルコ国籍法
第24条 国籍取得が，当事者の虚偽の申告あるいは重要な事項の秘匿
の結果生じた場合には，国籍取得の決定は内閣により取り消すことがで
きる。
当事者がトルコ国籍を取得してから 5年経過した後では，取消の決
定は付与することができない。
46) 1964年法の第45条は， トルコ国籍の取得及び喪失の決定が官報で公示されること
を定めるが，取得及び喪失の効力の発生を官報の公示と結びつけていない。取得に
ついては1964年法は10条で「内閣の決定の日から効力を生じる。」としており，国
籍離脱については第23条で 「離脱証明書の付与」で国籍を喪失することを定める。
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（取消の決定の有効性及び効果）
第32条
(1) 取消の決定は決定の日からその効力を生じる。取消の決定の当事者と
の関係でトルコ国籍を取得したその配偶者及び子についてもその効力は
及ぶ。
Cf. 
• 1964年トルコ国籍法
第33条 （国籍）取消の決定は，当事者との関係でトルコ国籍を取得
した配偶者及び子についても効力は及ぶ。
取消の決定の効力は遡及しない。
（以下の項は次条を参照のこと。）
（財産の清算）
第33条
(1) 国籍の取消がなされた者については， 1950年7月15日付法律番号5683
号「外国人のトルコでの居住及び旅行に関する法律」が適用される。こ
れらの者の財産の清算の必要性がある場合には，この問題については取
消決定において明示される。これに該当する者は，遅くとも 1年以内に
トルコに在る財産の清算をしなければならない。これに違反する場合に
は，財務省が（その財産を）売却し，その価格相当額を，当事者の名前
と計算において，公の財産管理システムに属する国営銀行に預け入れる。
(2) 当事者が取消決定に対し裁判による（異議）申立てをした場合には，
財産の清算は訴訟の終了まで中断される。
Cf. 
• 1964年トルコ国籍法
第33条（第 3項） 国籍を取り消された者の財産の清算とともに当事
者自身を国外に退去させる必要があると考えられる場合には，この
件に関しては取消決定において明示される。これに該当する者は遅
くとも 1年以内にトルコに在る財産を清算し， 居住地及び労務地を
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国外に移転し，国（トルコ）を離れなければならない。これに反す
る場合には，その財産は財務省により売却され，その価格相当額を
（当事者の）名前と計算において国営銀行に預託し，当事者当人は
国外に退去させられる。当事者が取消の決定に対する不服を国家評
議会に申し立てた場合には，財産の清算及び国外退去の手続は，そ
の訴訟が終了するまで中断される。
（トルコ国籍選択権行使による喪失）
第34条
(1) 以下に掲げる事情が明らかな者については，成年に達した日から 3年
以内にトルコ国籍を離脱することができる。
a) 母又は父の血統により出生と同時にトルコ国民となった者で，外国
人の母又は父の国籍を出生と同時に，もしくは出生後に取得した者。
b) 母又は父の血統によりトルコ国民となった者で，出生地を理由に外
国国籍を取得した者。
c) 養子となることによりトルコ国籍を取得した者。
d) 出生地を理由にトルコ国民となったが，その後外国人母又は父の国
籍を取得した者。
e) トルコ国籍を取得した母又は父との関係により，いかなる方法によ
るものであれトルコ国籍を取得した者。
(2) 前項に従い国籍を喪失する者が，無国籍となる場合には，選択権を行
使することはできない。
Cf. 
• 1964年トルコ国籍法
第27条47) 下記のトルコ国民は，成年に達してから 2年以内にトルコ
47) 1964年トルコ国籍法には，選択権を行使してトルコ国籍を離脱することができる
者には，第27条に定める子と第28条に定める「婚姻によりトルコ国籍を取得した女
性」の 2種類がある。2009年法では，婚姻によるトルコ国籍の取得は認めておらず，
帰化要件の緩和のみ規定しているところから，選択権行使ができる者は「子」に限
ることとなっている。
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国籍を離脱することができる。
a) (1981年改正前）母との関係で出生と同時にトルコ国民となっ
ているが，出生後に外国人父の国籍を取得した者
(1981年改正後）母との関係で出生と同時にトルコ国民となっ
ているが，出生と同時に若しくは出生後に外国人父の国籍を取得
した者
b) 養子となることによりトルコ国籍を取得した者
c) 出生地を理由にトルコ国民となったが，その後に母又は父の国
籍を取得した者
~) トルコ国籍を取得した母又は父との関係により，いかなる方法
によるものであれトルコ国籍を取得した者
上記に定める条件に従い国籍を離脱することで無国籍になる場合
には，この権利を行使することはできない。
（選択権（行使）によるトルコ国籍喪失の有効性と効果）
第35条
(1) 選択権（行使）によるトルコ国籍の喪失は，この権利行使に関する条
件が充足されたことを確定する決定がなされた日から，その効力を生じ
る。
(2) 選択権を行使してトルコ国籍を離脱した者の配偶者及び子については，
第27条が適用される。
Cf. 
第(2)項について
• 1964年トルコ国籍法
第36条
本法においてトルコ国籍離脱の効果を定める第31条及び第32条は，
第27条に従って選択権を行使してトルコ国籍を離脱する者の配偶者
及び未成年の子についても適用される。
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第4章総則
（トルコ国籍の証明）
第36条
(1) トルコ国籍の証明は，いかなる方法でもなされうるというものではな
し¥o
(2) 以下に掲げる公の文書及び証明書がある場合には，その反証が確定す
るまでは当該トルコ国籍の存在は推定される。
a) (本籍での）住民家族登録証明書48)
b) 身分証明書
c) パスポート，又はパスポートに代わる証明書
(3) ある者がトルコ国民であるか否かにつきいかなる疑義がある場合にも
内務省に問い合わせるものとする。
Cf. 
• 1964年トルコ国籍法
第38条 トルコ国籍の証明はいかなる方法でもなされうるというもの
ではない。下記の公の証明書並びに文書あるいはこれに類するもの
がある場合には，その反証が確定するまでは当事者がトルコ国民で
あるということは推定される。
a) トルコ共和国家族登録証明書
b) 身分証明書
c) パスポート，又はパスポートに代わる証明書
c) トルコ領事館の発行する国籍証明書
第39条 ある者がトルコ国民であるか否かにつきトルコ行政当局で疑
義のある場合には，この件に関しては内務省に問い合わせるものと
48) これは住民家族登録台帳があるところで発行されるもので，必ずしも住所地に住
民家族登録台帳があるとは限らない。その者の出身地とされるところであり，その
意味で日本の本籍所在地に類似しているといえよう。住所地で発行されるのは次に
ある bの身分証明書である。
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する。
（国籍手続における申請官庁及び手続）
第37条
(1) トルコ国籍の取得及び喪失に関する申請は，国内では居住地の知事，
国外では外国代表部へ，自らもしくはこの権利行使に関する委任状に
よってなされる。
Cf. 
• 1964年トルコ国籍法
第11条 (1989年改正後）49) 
トルコ国籍取得のための申請は，当事者の居住する地の最高行政
機関の長，あるいは外国の（トルコ）領事館に申請書を提出してこ
れをする50)。
（以下略）
第21条 (1981年改正前）
トルコ国籍の離脱の申請は， トルコ国内においては当事者の居住
する地の最高行政機関の長に， トルコ国外においては外国の（トル
コ）領事館に申請害を提出してこれをする。
これらの官庁は，書類を整え要求に応ずるために，これらの書類
を内務省に送付するものとする。
第21条 (1981年改正後）
トルコ国籍の離脱もしくは外国国籍取得の申請は， トルコ国内に
おいては当事者の居住する地の最高行政機関の長に， トルコ国外に
おいては外国の（トルコ）領事館に申請書を提出してこれをする。
これらの官庁は，書類を整え要求に応ずるために，これらの書類
を内務省に送付するものとする。
49) 1989年改正前は条件充足の「調資」についてのみの規定であった。
50) 1964年法第11条2項以下については2009年法第19条参照のこと。
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（情報及び証明書手続き）
第38条
(1) 国籍業務に関し検討・調査の対象となる情報及び記録は，行政機関に
よりいかなる遅延の余地も認められることなく，提出されるものとする。
（事実に関する誤りの訂正）
第39条
(1) この法律に従ってなされた決定に内容の誤謬のあることが，その後
（決定後）見出された場合には，決定をなした当局が訂正又は変更の決
定をなすものとする。
Cf. 
• 1964年トルコ国籍法
第44条 この法律に従ってなされた決定に内容の誤謬のあることが，
その後（決定後）見出された場合には，決定をなした当局が訂正又
は変更の決定をなすことができる。
（国籍に関する決定の無効）
第40条
(1) トルコ国籍の取得又は喪失に関する決定は，法律で定められた条件が
充足していないこと，あるいは重複して付与されたことが，後に判明し
たときには無効となる。
（公示）
第41条
(1) トルコ国籍の取得及び喪失に関する決定は，当事者及び申請官庁に通
知される。第29条に従ってなされた喪失の決定は官報に掲載し，かつ掲
載の日に公示されたものと看傲す。
Cf. 
• 1964年トルコ国籍法
第45条 (1989年改正前） トルコ国籍の取得及び喪失の決定は，当事者
が内務省に提出した申請書にある全ての身元とともに官報で公示さ
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れる。
第45条 (1989年改正後）内閣の決定によりトルコ国籍を付与すること
が必要と看倣される者及びトルコ国籍を喪失した者の完全な身元を
官報で公示する。
これらの者のうち住所がわからない者については，通知は公示の
日から 1年経過後になされたものと看倣す。
第 5章雑則
（北キプロストルコ共和国国籍を持つ者）
第42条51)
(1) トルコ国籍の取得に関し申請を行う北キプロストルコ共和国国民は，
トルコ国民であることを志望したことを書面で提示した場合には， トル
コ国籍を取得する。
(2) 北キプロストルコ共和国国籍を後に取得した者については，第1条に
定める条項が適用される。
（法第403号に従ってトルコ国籍を喪失した者）
第43条
(1) 廃止された法第403号トルコ国籍法第25条(a),(<;:), (d)及び(e)項により
トルコ国籍を喪失した者が， トルコ国籍取得を申請した場合には，将来
に向かって国家の安寧を害する恐れのない場合に限り， トルコでの居住
を条件とせずに閣議決定により新たにトルコ国籍を取得することができ
る。
（重国籍）
第44条
(1) いかなる理由にせよ外国国籍を有している者は，重国籍に関する証明
書を提出し，調査の結果（住民家族登録台帳に）登録されている者と同
51) 類似の規定は1964年国籍法においては2003年の改正の際に附則第 1条に導入され
ている。
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一人物であることが明らかになった場合には，住民家族登録台帳に重国
籍であることを明示する。
（国籍業務手続料金）
第45条
(1) トルコ国籍を出生後取得する手続に要する金額は，内務省および財務
省により決定される。徴集される対価の総額は予算収入に入れられる。
(2) 法第193号所得税法に従い，収入のない者及びその者と同一の手続き
に従う未成年の子については，第I項の規定で定められた手続の料金は
徴集しない。
（規則）
第46条
(1) この法律を適用するにつき，手続及び根拠は閣議によって制定される
規則により定められる。
（効力が廃止される法律及びその準用）
第47条
(1) 1964年 2月1日付法第403号トルコ国籍法， 2006年 4月24日付法第
5490号国民登録手続法第22条2項の「県と市」の表現は無効とする。
(2) その他の法においては， 1964年2月1日付法403号トルコ国籍法を準
用した場合には，本法に従ったものと看傲される。
（トルコ系外国人）
暫定規定 1
(1) 第1条I項(b)号で予定されている居住期間は， トルコ系外国人のため
に2010年12月31日まで 2年間として適用される。
（現行規則の適用）
暫定規定2
(1) 第46条で予定されている規則は 6月以内に制定され，効力を生じる。
この規則が制定されるまでは，現行規則の本法に反しない条項はその適
用を継続する。
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（効力）
第48条
(1) 本法は公布の日から効力を生じる。
Cf. 
• 1964年トルコ国籍法
第47条 この法律は公布の日から 3月後に施行される。
（施行）
第49条
(1) この法の規定は内閣が施行する。
Cf. 
• 1964年トルコ国籍法
第48条 この法律は内閣が施行する。
追記
本稿は関西大学により認められた平成19年9月末から20年3月までの在外研究，そ
して平成20年4月から 9月まで研修貝制度による研修の成果である。
平成19年 9月からトルコのアンカラ大学法学部に客員教授として 3月まで滞在した
が， トルコ語については出発前に 3カ月，にわか勉強をしたくらいで， トルコに浩い
てからトルコ語が皆目理解できないのはかくも不自由なものかと嘆息する毎日であっ
た。従って， トルコ法の勉強というよりも，毎日アンカラ大学の付属機関である
TOMELに通いトルコ語の勉強に明け暮れた。なかなか厳しい学校で，毎月テスト
があり，それに受からないと進級させてもらえない。テストは読解，作文，ヒアリン
グ，それに対話である。読解と作文は何とかこなせても，ヒアリングと対話が当初で
きないのでどうなることかと思ったが，幸いに 1度も落第することなく進級すること
ができた。教える側からもう 一度教わる側になり，受験勉強のようなことをしたのは
なかなか面白い経験であったし，ここでは本当にそれまで会ったこともない中東や中
央アジア出身の人々に会えて面白かった。皆，なかなか自己主張が強く，ベールを
被っている女性だから大人しいかというとこれが大間違いで栢然とさせられることし
ばしばであった（こういった人々から最後には，「子どもの頃すごいいたずら っ子で
手に負えなかったと思われる人は誰か？」という先生の問に私の名前が一番に挙げら
れのには，いまだ釈然としない。反論すれば反論するほど信じられない，かといって
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反論しなければ肯定されるというジレンマに陥ったのである。みんな一度日本に来れ
ばよいのである。）。
トルコは大変興味深い国で，国際政治をトルコから眺めるとまさに欧米とイスラム
のせめぎあいが生で感じられる。また，中央アジアからトルコに移住して帰化した人
たち，あるいは帰化しようとトルコ語を習う人達がたくさんいて，まさに人種の甜禍
であった。
トルコから一旦に帰国して，研修員としてさらにベルリンおよびハーグに滞在した
のであるが，ベルリンのトルコ人街，そしてハーグでのトルコ人達を見ていて，本当
に移民問題は移民側，受け入れ国側，どちらにとっても重大な問題であるということ
を実感したのが，国籍法の研究に向かわせたといえる。
勿論，国籍は国際私法上いまだに重要な連結点であるが，国籍法の変化，そして国
家の変容によりその地位は従来のものとは全く異なるものになるであろう 。
残念ながらトルコ語習得には6カ月はあまりにも短すぎて，なかなかトルコ語の法
律書を読みこなすところまではいかなかった。そのため，論文の脱稿が大変遅くなっ
たが，私にトルコ語習得の機会，そしてヨーロッパ以外の外国を見る機会を与えてく
れた関西大学の在外研究・研修員制度にここで謝意を表したい。
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